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ZEH（ゼッチ）

■国の方針（エネルギー基本計画）

「2020年までにハウスメーカー等が新築する注文戸建住宅の半数以
上で、2030年までに新築住宅の平均でＺＥＨの実現を目指す」

躯体の断熱

設備の高効率化

再エネ利用

省エネ行動＋

ZEH（ネット・ゼロ・エネルギー・ハウス）
外皮の断熱性能等を大幅に向上させるとともに、
高効率な設備システムの導入により、室内環境の
質を維持しつつ大幅な省エネルギーを実現した上
で、再生可能エネルギーを導入することにより、年
間の一次エネルギー消費量の収支がゼロとすること
を目指した住宅。



ZEB（ゼブ）

■国の方針（エネルギー基本計画）

「2020年までに国を含めた新築公共建築物等で、2030年までに
新築建築物の平均でＺＥＢを実現することを目指す」

ZEB（ネット・ゼロ・エネルギー・ビル）
建築計画の工夫による日射遮蔽・自然エネルギーの利用、高断熱化、高効率化によって大幅
な省エネルギーを実現した上で、太陽光発電等によってエネルギーを創り、年間に消費するエネ
ルギー量が大幅に削減されている最先端の建築物。

パンフレット「ZEHのすすめ（事務所編）」より



SDGｓ（エス・ディー・ジーズ）
SDGｓ（エス・ディー・ジーズ）
2015年9月の国連サミットで採択された「持続可能な開発のための2030アジェンダ」に掲げら
れた「持続可能な開発目標」。17の目標と169のターゲットで構成される。

コンセプト
「だれも置き去りにしない」

環境保全・経済成⾧・社会的包摂の調和を目指す



ESG投資
ESG投資
環境（Environment）、社会（Social）、企業統治（Governance）に配慮している
企業を重視・選別して行う投資。

過去の認識:
環境に関連する投資は社会貢献
（投資リターンは小さい）

▼
現在の認識:
環境、社会、ガバナンスを重視する
企業こそ、投資リスクが小さくリター
ンも大きい。

▼
特殊な投資手法という位置づけか
ら、メインストリームへ

（出所）GSIA “2016 Global Sustainable Investment Review”

欧州は半分以上、世界全体で25％以上、日本は・・・3.4％
海外ファンドによる「ダイベストメント」（投資ひきあげ）も行われ、日本企業も対象に



第５次環境基本計画
第５次環境基本計画
環境基本計画は、環境基本法に基づき、政府の環境の保全に関する総合的かつ⾧期的な
施策の大綱等を定めるもの。第５次環境基本計画は、中央環境審議会の答申を受け平
成30年４月17日に閣議決定された。

環境省「第五次環境基本計画の概要」より
■ＳＤＧｓ、パリ協定採択後に初めて策定される環境基本計画。
環境・経済・社会の統合的向上を目指す。

■地域の活力を最大限に発揮する「地域循環共生圏」の考え方を新たに提唱。



第５次エネルギー基本計画
第５次エネルギー基本計画
エネルギー基本計画は、エネルギー政策基本法に基づき、政府が策定するもの。「安全性」、
「安定供給」、「経済効率性の向上」、「環境への適合」というエネルギー政策の基本方針に
則り、エネルギー政策の基本的な方向性を示す。第５次エネルギー基本計画は、2018年7
月3日に閣議決定された。

■2030年に向けて:
再エネの主力電源化の布石
■2050年に向けて:
再エネの主力電源化を目指す

再エネのコストが劇的に下
がる中、多くの国は再エネ中
心の電力供給に大きくかじを
きった。
日本の目標は充分?



環境教育促進法に基づく基本方針
環境教育促進法に基づく基本方針
「環境教育等による環境保全の取組の促進に関する法律（環境教育等促進法）」の施行
及びその基本方針のから5年が経過し、その基本方針を見直したもの。平成30年6月26日
に変更案が閣議決定された。

ポイント:
■SDGsの考え方の導入
小中学校の新学習指導要領に
「持続可能な社会の造り手」を明記。
■身の回りの生活に係る規範意識
のみならず、持続可能な社会づくりに
主体的に参加しようとする意欲を育
てる。（こまめな省エネからの脱却）
■体験活動の意義の捉え直し。

用語の変更
「地球温暖化問題」→「気候変動問題」

文科省「環境教育等促進法基本方針の変更について（概要）」より



2019年問題
太陽光発電の2019年問題
2009年に開始された余剰電力買取制度の適用対象である住宅用太陽光発電設備は、
2019年以降順次、10 年間の買取期間を終えることとなる。FIT 制度による買取期間が終
了した電源については、法律に基づく買取義務は無くなる。

今後の選択肢:
・自家消費
（蓄電池、エコキュート、EV）
・買い取ってくれる電力会社への販売

対応を何もしないと・・・
「買い手不在の余剰電力は周波数調
整の負担を増す可能性があることも踏
まえれば、一般送配電事業者による引
受けは無償とすることが適当」

（「再生可能エネルギー大量導入・次世代電力ネッ
トワーク小委員会中間整理」2018年5月より）



HFC（エイチ・エフ・シー）
HFC（ハイドロ・フルオロ・カーボン）
代替フロンの1種。オゾン層を破壊するCFC、HCFCに変わる物質として開発されたが、CO2
の数千～1万倍の温室効果を持つことから近年問題に。このままでは、省エネによるCO2削
減効果を、HFC排出による増加が上回る可能性も。

経済産業省「冷媒フロンの現状と今後の課題について」より

温室効果ガスインベントリより作成

モントリオール議定書 キガリ改正
規制対象にHFCを追加。
このままいくとHFCだけで0.5℃上昇→
着実に実行すれば0.06℃に抑えられる。

0.9％ 3.7％日本の温室効果ガス排出総量
にしめるフロン類の割合



エシカル消費
エシカル消費
エシカル（ethical）とは、「倫理的・道徳的」という意味。「エシカル消費」とは、人や社会、
環境、地域に配慮したものやサービスを選んで消費すること。安心・安全や品質、価格に加え
て商品選択の「第4の尺度」とも言われる。

京都府消費生活安全センター「エシカル消費のススメ」より

なぜ今、エシカル消費？

「買い物は、投票だ!」
■GDPに占める家計消費の割合は、
54.4％に達する。

■消費者が、社会や環境のことを考
えて買い物をすれば、社会を変える
力になる。

■ラベル・マークを参考に商品選択を
（エコマーク、有機JASマーク、国際
フェアトレード認証ラベル、FSC認証、
MSC海のエコラベル、京都府産木材
認証など）



低炭素物流（宅配便再配達削減）
低炭素物流
「省エネ家電」、「省エネ住宅」、「ライフスタイル」などとともに、国民運動
COOL CHOICEの一つの柱として位置づけられた取組テーマ。宅配便
の再配達割合が20％を超え、そのCO2排出量が42万トンに達してい
ることから、対策が必要とされている。

環境省「国民運動COOL CHOICEの進捗について」より

再配達は社会的損失!
■インターネット通販が劇的に増加。
京都のトラック輸送によるCO2排出
は、減少から増加に転じた。

■ドライバーの労働環境にも悪影響。

■アンケート調査では、再配達を受
けた人の4割は「再配達されることを
前提」に。
インフラ整備だけではなく、受け取り
側が意識を高めることが不可欠。



1.5℃特別報告書



クライメート・ジャスティス
クライメート・ジャスティス（気候正義）
先進国に暮らす人々が化石燃料を大量消費してきたことで引き起こした気候変動への責任
を果たし、途上国に住む人や未来世代の人が被害を被るという不公平さを正していこうという
考え方。


